
医療法人新生十全会なごみの里病院介護医療院運営規程 

（事業の目的） 

第１条 長期に渡る療養を必要とする要介護者に対して、その有する能力に応じて自立した日常生活を営む 

事が出来る様、施設サービス計画に基づき、療養上の管理、看護、医学的管理下における介護その他 

の世話及び機能訓練等の必要な医療を行う事を目的とする。 

（運営方針） 

第２条 施設入所者（以下、入所者）の要介護状態の軽減、悪化の防止の為、入所者の心身の状況を踏まえて、 

療養を妥当適切に行う。 

２．入所者へのサービスは、施設サービス計画に基づき、漫然かつ画一的なものとならない様、配慮して 

行う。 

３．従事者はサービス提供に当たり、親切丁寧を旨とし、入所者又その家族に対し、療養上必要な事項に 

ついて、理解しやすい様に指導又は説明を行う。 

４．本施設は自らその提供するサービスの質の評価を行い、常にその改善を図る。 

（事業所の名称） 

第３条 名称及び所在地は次の通りとする。 

（１）名 称：医療法人新生十全会なごみの里病院介護医療院 

（２）所在地：京都市伏見区日野西風呂町５番地 

（職員の職種、員数、及び勤務内容） 

第４条 医療法人新生十全会なごみの里病院介護医療院（以下施設という）に勤務する職種、員数及び職務 

内容は次の通りとする。 

（１）管理者：常勤換算方法で１名以上 

管理者は、所属職員を指導監督し、適切なサービスの運営が行われる様実施状況の把握その他 

の管理は一元的に行う。 

又、介護支援専門員に施設サービス計画書を作成担当させる。 

（２）医師：常勤換算方法で９．７名以上 

医師は、入所者の病状及び身体の状況等その置かれている環境の的確な把握に努め、診療の 

必要があると認められる疾病又は負傷に対して的確な診断を基とし、必要な検査、投薬、処置等 

療養上妥当適切に行うと供に、医学的管理を行う。 

尚、夜間帯においては、宿直体制を行う。 

（３）看護職員：常勤換算方法で７９名以上 

看護職員は医師の指示を受け、自立支援の観点から入所者の病状、心身の状況等の把握に努め、 

身体の清潔保持等必要な看護を行う。 

（４）介護職員：常勤換算方法で１１７名以上 

介護職員は看護及び医学的管理下における日常生活上の世話等の介護を行う事を基本とし、 

必要に応じて看護職員の補助業務を行う。特に入所者の状態等により身体の清潔保持や排泄に 

かかる介護等を行う。 

（５）理学療法士：常勤換算方法で２名以上、作業療法士：常勤換算方法で１名以上 

言語聴覚療法士：適当数（介護医療院、病院全体） 

理学療法士及び作業療法士、言語聴覚士は、医師の指示を受け、入所者の心身の自立の支援と日常

生活の充実に資する様入所者の心身機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助ける為必要な理学

療法、作業療法等のリハビリテーションを行う。 

（６）薬剤師：常勤換算方法で５．１名以上 （介護医療院、病院全体） 

薬剤師は、入所者に対して、医師の処方箋に基づき、投薬、注射等の薬剤を処方すると共に、 

 必要に応じて服薬に関する注意、効果、副作用等に関する状況把握をし、薬学的管理指導を行う。 

（７）管理栄養士：常勤換算方法で１名以上 

管理栄養士は、入所者の食事の適切な衛生管理を行い、入所者の症状、身体状況に依り適切な 

栄養量及び内容の食事提供が行える様管理する。 

（８）介護支援専門員：常勤換算方法で５名以上 

適切な方法に依り、入所者の能力、その置かれている環境等の評価を通じて入所者が現に 

抱える問題点を明確にし、入所者が自立した日常生活を営む事が出来る様に支援する上で解 

決すべき課題を把握する。計画担当介護支援専門員は、サービス担当従事者と協議の上、サー 

ビスの目標、達成時期、サービスの内容、サービスを提供する上での留意事項等を盛り込んだ 



施設サービス計画の原案を作成する。 

（９）診療放射線技師：施設の実情に応じた適当数 

  医師の指示のもとで主に放射線を用いて入所者の検査業務、又、これらの業務に必要な機器や 

システムの管理を行う。 

    （１０）その他の職員：実情に応じた適当数 

      歯科医師、臨床検査技師、事務職員等は施設の実情の応じた適当数を配置する。 

 

（入所者の定員） 

第５条 入所者の定員は以下の通りとする。但し、災害その他のやむを得ない事情がある場合はこの限りでは 

ない。 

    ８療養棟、４６６名 

 

（入所者に対する介護医療院サービスの内容） 

第６条 サービス内容は、本運営規程の事業目的等に添って作成した施設サービス計画に基づいたサービス 

   内容とする。尚、入所者の病状等を勘案し、自ら必要なサービスを提供する事が困難であると認めた場 

   合は協力医療機関を紹介する等適切な処置を速やかに講じる。 

 ２．その他、サービス内容は京都市介護保険法に基づく事業及び施設の人員、設備及び運営の基準等に関す 

る条例（平成２５年１月９日京都市条例第３９号）及び平成３０年１月１８日厚生労働省令第５号「介護 

医療院の人員、設備、及び運営に関する基準」に定めてある取り扱い方針、診療方針、機能訓練、看護及 

び医学的管理下における介護、食事の提供等を遵守して提供する。 

 

（利用料その他の額） 

第７条 サービスを提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準に依るものとし、当該指定療養 

   介護サービスが法定代理受領サービスである時は、入所者から本人負担分の支払いを受けるものとする。

但し、法定代理受領分以外の場合は介護保険報酬の相当額を徴収する。 

    尚、領収書は法定代理受領分とそれ以外の項目に分けて交付するものとする。 

 ２．以下の日常生活費用については、その利用料、利用回数に応じ実費を徴収する。 

（１）居住費（非課税）   従来型個室 １，７２８円／日 

               多床室     ４３７円／日 

         （但し、居住費について負担限度額認定を受けている場合には、認定証に記載されて   

         いる居住費の負担限度額が１日に支払う居住費の上限となる。） 

（２）食 費（非課税）   朝食      ３６５円／回 

               昼食      ５４０円／回 

               夕食      ５４０円／回   

               濃厚流動食 １，４４５円／日 

         （但し、食費について負担限度額認定を受けている場合には、認定証に記載されて   

         いる食費の負担限度額が１日に支払う食費の上限となる。） 

（３）利用者の希望による特別な療養室料（税込）    

６，６００円／日 （特別室 ×  ２部屋） 

           ４Ａ療養棟－３号室 

４Ｄ療養棟－３号室 

 

４，４００円／日 （１床室 × ２７部屋） 

           ３Ａ療養棟－１、２、３、５、１２号室 

           ３Ｂ療養棟－１、２、３、５号室 

           ３Ｃ療養棟－１、２、３、５号室 

           ３Ｄ療養棟－１、２、３、５号室 

           ４Ａ療養棟－１、２、１１号室 

           ４Ｂ療養棟－１、２、３、５号室 

           ４Ｃ療養棟－１、２号室 

           ４Ｄ療養棟－２号室 

 

    １，６５０円／日 （２床室 ×  ３部屋） 

              ３Ｃ療養棟－１１号室 

４Ｃ療養棟－３号室 

４Ｄ療養棟－１号室 

 



（４）理容料（非課税）  

全理髪（整髪・顔／ひげ剃り）２，８００円／回     

丸刈り（顔／ひげ剃り）   ２，４００円／回   

     顔・ひげ剃り        １，５００円／回 

（５） 洗濯料（非課税）      １００円／点 （上限 １０，０００円／月） 

（６） 病衣（非課税）        ７０円／日   

（７） テレビ利用料（非課税）   １５０円／日 

（８） 死後の処置（税込）  衣類一式込み：１９，８００円 

           処 置 の み：１６，５００円 

           衣類一式のみ： ５，５００円 

（９）各種文書料（別紙料金参照） 

（１０）その他、入所生活に必要で本来なら個人が準備すべきものや個人の希望に依る日常生活に 

おいて必要な物品についても実費徴収する。 

３．当該サービス提供に際しては、入所者又はその家族に対して、当該サービスの内容及び費用について説 

明を行い、文書に依り利用者の同意を得るものとする。 

４．その他の費用の徴収が必要となった場合は、その都度協議して入所者等に説明をし、文書に依り同意を 

  得たものに限り徴収する。 

 ５．その他利用料について支払いが困難な状況が発生した場合は、管理者と協議の上、減免又は免除する事 

  が出来る。 

 

（施設の利用に当たっての留意事項） 

第８条 入所者は、入所生活上のルールや設備利用上の留意事項については、重要事項説明書及び入所誓約書 

に定めたものを遵守する事とする。 

  ２．施設職員は、入所者に対して、入所時に｢入所同意書｣を提示し、医師や看護師等の医学的管理下に 

おいて、規則正しい入所生活を送る留意点を説明し、同時に施設内で立ち入り不可の場所や取り扱い 

に注意すべき事柄等についてもて懇切丁寧に指示し、入所者並びに家族の同意を得た文書を保管する。 

 

（非常災害対策） 

第９条 本施設の非常災害対策については消防法施行規則第３条に規定する消防計画及び風水害、地震等の 

災害に対処する計画に則り、又消防法８条に規定する防火管理者を設置して次の通り万全を期する。 

（１）防火管理者、火元責任者を事務部門、看護部門、その他間接分門より選任する。これらは、医療法人

新生十全会なごみの里病院防火管理者、火元責任者と同一とする。 

（２）自主点検については火災危険排除を主眼とした簡単な検査を毎日行う。 

（３）非常災害用の設備点検は契約保守業者に依頼するものとし、点検においては防火管理者が立ち会う。 

（４）非常災害設備は常に有効に保持する様努めると共に、法令に定められた基準に適合する様に努める。 

（５）火災の発生、地震及びその他の災害が発生した場合は、被害を最小限にとどめる為、自衛消防隊の 

   編成により、任務の遂行に当たるものとする。 

（６） 防火管理者は、従業員に対して防火教育、消防訓練を実施する。 

①防火教育及び基本訓練（消火・通報・避難）   年２回以上 

②自衛消防隊の結成、同大会への出場       年１回 

③非常災害用設備の使用方法の徹底        年２回以上（①に併せて実施） 

（７）その他必要な災害防止対策についても必要に応じて対処する体制を取る。 

 

（事故発生時における対応方法） 

第１０条 サービスの提供により事故が発生した場合は、京都市その他市町村、入所者の家族及び入所者に 

    係る居宅介護支援事業者等に連絡するとともに、必要な措置を講じるものとする。 

   ２．事業所は、事故の状況や事故に際して採った処置について、記録すると共に、事故発生原因を解明 

    し、再発防止の為の対策を講じるものとする。 

   ３．入所者に対するサービスの提供により賠償すべき事案が発生した場合には、損害賠償を速やかに 

    行うものとする。 

 

（協力医療機関・協力歯科医療機関） 

第１１条 入所者の受入れ等の協力医療機関・協力歯科医療機関を下記の通りとする。 

     （１）名 称：医療法人新生十全会なごみの里病院 

     （２）所在地：京都市伏見区日野西風呂町５番地 

 

 



（苦情処理） 

第１２条 サービスの提供にかかる利用者やその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、 

     苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じるものとする。 

    ２．事業所は、提供したサービスに関し、国または地方公共団体が行う調査に協力するとともに、 

     国又は地方公共団体から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な 

改善を行うものとする。 

    ３．事業所は、提供したサービスに係る利用者及びその家族からの苦情に関して国民健康保険 

     団体連合会の調査に協力するとともに、国民健康保険団体連合会から指導又は助言を受けた 

     場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行うものとする。 

 

（個人情報の保護） 

第１３条 事業所は、入所者及びその家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び 

     厚生労働省が作成した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのための 

     ガイダンス」を遵守し適切な取扱いに努めるものとする。 

    ２．事業所が取り扱う入所者及びその家族の個人情報については、介護サービスの提供 

以外の目的では原則的に利用しないものとし、サービス担当者会議等において、利用者の 

個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族等の個人情報を用いる場合は当該 

家族の同意をあらかじめ文書により得るものとする。 

 

（衛生管理等） 

第１４条 従業員の清潔の保持及び健康状態について必要な管理を行う。 

    ２．事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めなければならない。 

    ３．事業所において感染症が発生し、又は蔓延しないように次に掲げる必要な措置を講じると共に、 

必要に応じて京都市医療衛生企画課の助言、指導を求めるものとする。 

（１） 感染症又は食中毒の予防及び蔓延の防止の為の対策を検討する委員会を定期的に開催すると 

共に、その結果について、従業員に周知徹底を図る。 

（２） 感染症又は食中毒の予防及び蔓延の防止の為の指針を整備する。 

（３） 従業員に対し、感染症又は食中毒の予防及び蔓延の防止の為の研修及び訓練を定期的に実施 

する。 

 

（虐待の防止に関する事項） 

第１５条 事業所は、虐待の発生又はその再発を防止する為、次の各号にげる措置を講じるものとする。 

    （１）虐待の防止の為の対策を検討する委員会を定期的に開催すると共に、その結果について、 

       従業者に周知徹底を図る。  

    （２）虐待の防止の為の指針を整備する。 

    （３）従業員に対し、虐待の防止の為の研修を定期的に実施する。 

（４）前３号に揚げる措置を適切に実施する為の担当者を置く。 

    ２．事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業員又は養護者（入所者の家族等高齢者を現に 

      養護する者）による虐待を受けたと思われる入所者を発見した場合は、速やかに市町村に 

      通報するものとする。 

 

（身体拘束等に関する事項） 

第１６条 事業所はサービス提供にあたり、入所者又は他の入所者等の生命又は身体を保護するため緊急やむ 

    を得ない場合を除き、身体拘束その他入所者の行動を制限する行為を行わない。 

    ２．緊急やむを得ない身体拘束等を行う場合は、予め入所者の家族へ説明し、同意を得た場合に、その

条件、様態と期間内においてのみ行う。又、その様態、時間、その際の入所者の心身の状況並びに

緊急やむを得ない理由を記録する。 

３．事業所は、身体拘束等の適正化を図る為、次に揚げる措置を講ずる。 

（１）身体拘束等の適正化の為の対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行う事が出来る 

    ものとする。）を３月に１回以上開催すると共に、その結果について、介護職員その他の従事者  

    に周知徹底を図る。 

（２）身体拘束等の適正化の為の指針を整備する。 

（３）介護職員その他の従業者に対し、身体拘束等の適正化の為の研修を定期的に実施する。 

 

（業務継続計画の策定等） 

第１７条 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施す 

ための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策



定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じるものとする。 

２．事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的

に実施するものとする。 

３．事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものと

する。 

 

（その他施設の運営に関する重要事項） 

第１８条 サービスの提供に当たる従事者は、社会的使命を充分認識し、職員の質的向上を図る為、研究、 

    研修の機会を設け、又、業務体制を整備する。 

  ２．職員は業務上知り得た入所者又は家族の秘密を保持する。 

  ３．職員であった者に、業務上知り得た入所者又は家族の秘密を保持させる為に、職員でなくなった後 

   においても、これらの秘密を保持するべき旨を、職員との雇用契約の内容とする。 

  ４．サービス担当に当たる管理者及び従事者は、入所者の使用する施設、食器その他の設備又は飲料水 

   について衛生上必要な措置を講じ、医薬品及び医療用具の管理を適正に行う。又、感染症対策につい 

ても必要な措置を講ずるものとする。 

  ５．サービス提供に当たり、入所者又はその家族に対して、運営規定の概要、従事者の勤務体制、事故 

発生時の対応、苦情処理の体制、特別な療養環境等、入所者がサービスを選択する為に重要事項説明書 

を交付し、書面に依り同意を得る。 

  ６．サービス提供に当たり、被保険者証に認定審査会の意見が記載されている場合は、この意見に配慮 

してサービスを提供する。又、サービス提供者に当たっては被保険者証に依り資格、要介護認定の有無 

及び有効期間を確かめる。 

  ７．入所者の病状等を勘案し、自ら必要なサービスを提供することが困難であると認めた場合、適切な病 

   院又は診療所等を紹介する等の適切な措置を速やかに講じなければならない。 

  ８．入所申込時に満室の場合、長期にわたる療養及び医学的管理下における介護の必要性を勘案し、サ 

   ービスを受ける必要性が高いと認められる入所者を優先的に入所させるよう務める。 

  ９ ．サービス提供後、長期療養が不要と医師が判断した場合は退所を指示する。尚、家庭の都合等に依り、 

退所に応じない場合は市町村の福祉事業等と連携を図る等の対応を行う。 

 １０．事業所は介護医療院に関する記録を整備し、その完結の日から５年間保存するものとする。 

 １１．その他、「京都市介護保険法に基づく事業及び施設の人員、設備及び運営の基準等に関する条例」

（平成２５年１月９日京都市条例第３９号）、平成３０年１月１８日厚生労働省令第５号「介護医療

院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準」及び当施設が保有する個人情報の保護について

は「入所者の個人情報の保護に関する施設内規則」を遵守する。 

１２．この規則に定める事項の他は、運営に関する重要事項は医療法人新生十全会なごみの里病院介護医療院 

が定める。 

 

 （付則）この規程は、２０２５年４月１日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

      


